
 

ベイヒルズ税理士法人では、相続税を始めとする資産税に関し

て、ご相談を承っております。経験・知識豊富な専任スタッフが、

資産税に関するあらゆることに対応させていただきます。どうぞ

お気軽にお問い合わせください。          

   横浜駅前相続サポートセンター 0120-045-513 
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事業承継時に納税が猶予される 
「特例事業承継税制」 

現預金等とは異なり、自社株式はそのまま税金として

支払うことはできないため、納税のために別途、現預金

を用意する必要が生じます。事業承継時の自社株式の

評価額が高くなると、後継者に多額の贈与税・相続税が

かかってしまうおそれがあり、健全な経営を行っている中

小企業ほど事業承継が難しくなっている、という状況が

ありました。 

そこで、中小企業の事業の継続や発展を促し、早期・

円滑な事業承継を税制面から支援するため、平成 30

年度税制改正で「特例事業承継税制」が設けられまし

た。同制度は、事業承継時に後継者が取得した自社株

式等について、一定の要件を満たせば贈与税・相続税

の納税が猶予されるものです。 

特例事業承継税制は期限つき（10年間）の措置です。

図表に示す流れの通り、「特例承継計画」を令和 6年 3

月 31日までに都道府県に提出し、令和 9年 12月 31

日までに自社株式の贈与や相続等を行う必要があります。 

  特例事業承継税制適用の手続き 

STEP1 特例承継計画の提出  

令和 6年 3月 31日までに特例承 

継計画を作成し、都道府県に提出。 

都道府県から確認を受ける 。 
                                      特例承継計画の様式はこちら 

（中小企業庁サイト。令和５年 5月 12日現在） 

 

STEP2 株式の贈与・相続  

令和 9年 12月 31日までに株式の贈与・相続を行う。 

 

STEP3 認定の申請  

株式の承継を行い、都道府県に認定申請を行う。都道 

府県知事が認定 
 

ＳＴＥＰ4 贈与税・相続税の申告  

特例承継計画、認定書の写しとともに税務署へ申告。 
 

納税猶予の開始  

◎ 5年間の年次報告（1年に 1回都道府県へ年次報告書 

を 1年に 1回税務署へ継続届出書を提出※） 

※ 6年目以降は 3年ごとに税務署へ報告 

この中で、もっとも重要なのは、「Step1 特例承継計

画の提出」です。令和 6 年 3 月 31 日までに特例承継

計画を都道府県へ提出していない場合には、その後期

限内に自社株式の贈与や相続等を行っても、特例事業

承継税制を利用することはできません。 

そのため、特例事業承継税制を利用する可能性があ

れば、まずは特例承継計画を作成し、早めに提出しまし

ょう。特に、次のような方は早めに検討すると良いでしょう。 

 会社の純資産価格が大きい（例えば 1億円超） 

 株式の大半を所有する経営者の年齢が高い（例えば60歳） 

 業績が伸びており、将来的に株価の上昇が予想される 

特例承継計画の作成・変更には 

認定支援機関の指導・助言が必要 

特例承継計画には、認定経営革新等支援機関（認定

支援機関）の指導および助言を受けた上で、所定の事

項を記載します。 

特例承継計画を作成する際は株価の評価や税額試

算などが必要になるため、会計・税務の知識が欠かせま

せん。また、先代経営者・後継者を含めた経営陣が、現

在の経営課題と真正面から向き合い、会社の将来像に

ついてよく議論することも必要です。 

特例承継計画の作成段階では大まかな記載に留め、

実際に後継者が自社株式等を承継する前に、あらめて

具体的な計画を立てることも認められています。その際

にも、認定支援機関の指導・助言もとで変更した経営計

画と、変更申請書の提出が必要となります。   

 

 

 

 

 

 
 

出典：TKC事務所通信 
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令和6年3月31日まで 
「特例承継計画」提出の検討を！ 
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